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平成 1 2 年度鳥取県環境行政年表

癖弦 鳥取県環境の保全及び創造に関する基本条例

市町村の環境保全行政機構

市町村の環境条例等制定状況

環境基準

公害防止管理者等の設置を必要 と する工場

環境事犯検挙状況 ･ 環境公害苦情取扱状況

年度別公害苦情種類別受理件数

I S O 1 4 0 0 1 認証取得事業所一覧 (県内 )

環境関係用語の解説



資料 1 平成 1 2 年度鳥取県環境行政年表

平成 1 2 年 4 月 か ら平成 1 3 年 3 月 ま で

1 2 年 4 月

5 月

6 月

7 月

8 月

9 月

1 0 月

環境方針の決定

鳥取県産業技術セ ンタ ーの開所

松 く い 虫防除の あ り 方 を 考 え る シ ンポジ

ウ ム

県内保健所に廃棄物適正処理推進指導員

を配置

境港市な ど 6 団体が公害防止協定に 澗印

(産廃施設移転)

鳥取県産業廃棄物不法投棄監視員 環境

美化指導員辞令交付

アースデ ィ 2000 1 n 夢みな と タ ワ ー

鳥取県 ごみ減量化 リ サイ ク ル推進協議

会 ( 5 ･ 8 月 )

鳥取県環境管理要綱の発効 、 環境 目 的 ･

目 標の決定

と り ネ ッ ト 内 に ｢ リ サイ ク ル 情報 コ ーナ

ー｣ を 開設

エ コ シ ョ ッ プ協議会 ( 6 ･ 8 月 )

よ な ご し環境フ ェ ア 2000

県 内保健所 ･ 支所に環境学習 キ ッ ト を整

備 、 指導者研修会の実施

湖山池水質浄化公開武験を実施 (~ 1 1 月 )

鳥取砂丘の砂の移動調査を実施 (~ 7 月 )

鳥取県循環型社会推進本部設立

ごみ と 遊ぼ う イ ン夏休み ( 7 ･ 8 月 )

県 、 鳥取県環境審議会 に ｢本県 にお け る

今後の廃棄物処理の あ り 方｣ 諮問

中海 こ ど も 水辺サ ミ ッ ト

全国割 り ば しサ ミ ッ ト (米子市)

ほ う き リ サイ ク ルフ ェ ア 2000

日 韓国際 ワ ー ク シ ョ ッ プ ｢対岸の 国韓国

か ら 見え 日 本海の環境｣

エ コ キ ャ ラ バン ( 8 ･ 1 0 月 )

日 中韓高校生国際シンポジ ウ ム

ス ウ ェ ーデ ン ･ ド イ ツ 酸性雨先進事例視

察ぬき

リ サイ ク ルフ ェ ス テ ィ バル (鳥取市)

第 46 回 中国地区公衆衛生学会

環境教育 ･ 学習指導者交流会

鳥取県西部地震

マイ ･ バ ッ ク ･ キ ャ ンペーン実施

( 1 0 月 1 日 ~ 1 2 月 3 1 日 )

第 1 4 回名水保全の集い

容器包装 リ サイ ク ル法全面施行

G 8 環境大臣会合 (環境サ ミ ッ ト )

(大津市)

太平洋 ･ 島サ ミ ッ ト (宮崎市)

グ リ ー ン購入フ ォー ラ ム 200 0

｢ グ リ ー ン購入法｣ 公布

大規模小売店舗立地法施行

｢循環型社会形成推進基本法｣ 公布

低公害車フ ェ ア 200 0 (東京)

エ コ ラ イ フ ･ フ ェ ア 20 00 (東京)

水環境フ ォ ー ラ ム 200 0 (横浜)

豊島公害調停成立 (香川 )

大気汚染物質広域監視シス テ ム

め君) 公開

( そ ら ま

九州 ･ 沖縄サ ミ ッ ト (沖縄)

第 1 2 回地球環境ジュニア国際会議 (東京)

廃プ ラ ス チ ッ ク 海洋汚染対策 シ ンポジ ウ

ム (富 山市)

尾瀬サ ミ ッ ト ( 日 光国立公園尾瀬地区)

こ ど も エ コ ク ラ ブ夏の全国交流会サマー

エ コ キ ャ ンプ m 上越

第 4 回環境大臣会議 (北九州市)

オゾ ン層保護対策推進月 間 (~3 0 日 )

第 9 回 ア ジア ･ 太平洋環境会議 (エ コ

ア ジア 200 0 ) (北九州市)

地球温暖化シンポジ ウ ム イ ン 岐阜

低公害車ガイ ドブ ッ ク 2000 公表

エ コ エナジー (低公害車フヴ) (吹 田 市)

WT O/貿易 と 環境に関する委員会
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1 0 月 木の あ る暮 ら し シ ンポジ ウ ム

魚つ き保安林再生運動 (青谷町)

1 1 月 環 日 本海子 ど も環境サ ミ ッ ト 環境報告書シンポジ ウ ム
リ サイ ク ル フ ェ ア 200 0 名 古屋南部 。鳥公判決リ サイ ク ル フ ェ ア 200 0 名 古屋南部 。鳥公判決
鳥取N P 0 ･ ボ ラ ンテ ィ ア フ ォ ー ラ ム 全国野生生物保護実績発表大会 (東京)
大 山 を知 る 会 (大 山町)

｢鳥取県環境家 。十簿｣ 発行

1 2 月 鳥取県庁知事部局 I S O 1 40 0 1 認 ,正取得 エ コ プロ ダ ク ツ 20 0 0 (東京 )
｢鳥取環境大学｣ の設立認可 日 中韓三カ 国環境教育公開 シンポジ ウ ム
｢鳥取県衛生環境研究所｣ 建設工事起工 (東京)
希少野生動物 と 農 山村を考 え る シ ンポジ 尼崎。馬公和解
ウ ム

｢伝えんいふ る さ と鳥取の景観｣ と し て 百

件を選定

｢ コ ツ コ ツ (C02C02 ) 家族大賞 j 表彰

1 3 年 1 月 リ サイ ク ル推進員養成講習会 ( 1 2 月 ) 環境省発足

2 月 と っ と り 環境フ ォー ラ ム 200 1 第 2 回 こ ど も エ コ ク ラ ブア ジア 太平洋会
米子震災フ ォー ラ ム 義 (広島市)
鳥取県産業廃棄物不法投棄監視員 ･ 環境 ｢環境物品等の 調達の推進等に 関す る 基本
美化指導員合同研修会 方針｣ 閣議決定
I S O 1 40 0 1 市町村取得研修会 (倉吉市) A T C グ リ ーンエ コ プラ ザ (大阪)
｢不法投棄の 情報提供協定｣ 嗣印 (鳥取市

鳥取中央郵便局)

3 月 ｢環境問題 と リ サイ ク ル｣ 学習会 (倉吉市) 第 1 回 2 1 世紀 『環の国』 づ く り 会議
鳥取県環境審議会 、 県 に ｢本県 にお け る こ ど も エ コ ク ラ ブ全国 フ ェ ス テ ィ バ ル
今後の廃棄物処理の あ り 方｣ 答 申 20 0 1 1 n びわ こ ･ く さ っ (草津市)
環境副壼本 ｢ ごみっ て なんだろ う ｣ 発行

魚つ き保安林再生運動 (岩美町)
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資料 2 鳥取県環境の保全及び創造に関する基本条例

目 次

前文

第一章 総則 (第一条 第八条)

第二章 環境の保全及び創造に関する 基本的施策

(第九条 第二十五条)

第三章 地球環境保全への取組 (第二十六条)

第四章 鳥取県環境審議会

(第二十七条 第三十六条)

附則

私え ち鳥取県民は 、 名 峰大 山 に連な る 緑の 山並み と 白

砂青松の変化に富む山陰海岸に囲まれ 、 四季の彩 り 豊か

な美 し い県土で生活を営み 、 個 性あ る 産業や文化をは ぐ

く んで き た。

し か しな が ら 、 今 日 の大量生産 ･ 大量消費 ･ 大量廃棄

型の社会経済活動の拡大は 、 自 然の生態系や身近な生活

環境へ大き な影響を及ぼ し 、 人類の生存基盤であ る 地球

環境を損な う ま でになっ てい る 。

すべて の県民は 、 健全で恵み豊かな環境の 中 で健康で

文化的な生活を営む権利 を有す る と と も に 、 こ の環境を

保全 し 、 よ り 快適な環境を創造 しな が ら 、 杼来の世代に

継承 してい く 責務を有 してい る 。

こ の た め 、 私え ち鳥取県民は 、 人間 の営みで あ る社会

経済活動 が環境 に様 々 な影響を 与 え て い る こ と を 認識

し 、 地方公共団体 事業者 ･ 県民が一体 と な っ て 、 鳥取

県の環境を保全 し 、 よ り 快適な環境を創造 して い く こ と

に積極的に取 り 組ま なければな ら ない。

こ こ に 、 私え ち は 、 現在及び杼来の鳥取県民が 、 健全

で恵み豊かな環境の恵沢 を享受 し 、 健康で文化的 な生活

を営む こ と が で き る よ う 人 と 自 然が共生する 鳥取県を

目 指 し て 、 県民生活の 基盤 と な る よ り 良 い環境を保全

し 、 創造す る と と も に 、 将来の世代へ継承する こ と を決

昔 して 、 こ の条例を制定する 。

第一章 総則

( 目 的)

第一条 こ の条例は 、 環境の保全及び 快適な環境の創造

(以下 ｢環境の保全及び創造｣ と い う 。 ) について基本

理念を定め 、 並びに県 、 市町村 、 事業者及び県民の責

務 を 明 ら かにす る と と も に 、 環境の保全及び創造に関

す る施策の基本 と な る 事項 を定め る こ と に よ り 、 環境

の保全及び創造に 関す る施策 を総合的かつ 。十画的 に推

進 し 、 も っ て現在及び杼来の県民の健康で文化的な生

活の確保に寄与す る と と も に人類の福祉に貢献す る こ

と を 目 的 と する 。

(定義)

第二条 こ の条例におい て ｢環境への負荷｣ と は 、 人の

活動 に よ り 環境に加え られ る影響であ っ て 、 環境の保

全上の支障の原因 と な る おそれの あ る も の をい う 。

2 こ の条例において ｢地球環境保全｣ と は 、 人の活動

に よ る 地球全体の温暖化又はオゾ ン層 の破壊の進行、

海洋の汚染 、 野生生物の種の減少そ の他の地球の全体

又はその広範な部分の環境に影響を及ぼす事態に係 る

環境の保全であ っ て 、 人類の福祉に貢献する と と も に

県民の健康で文化的な生活の確保に寄与する も の をい

つ 。

3 こ の条例において ｢公害 ｣ と は 、 環境の保全上の支

障の う ち 、 事業活動そ の他の人の活動に伴っ て生ずる

相 当範囲 にわえ る 大気の汚染 、 水質の汚濁 (水質以外の

水の状態又は水底の底質が悪化する こ と を含む。 ) 土壌

の汚染、 騒音 、 振動 、 地盤の沈下 (鉱物の掘採のん めの

土地の掘削 に よ る も の を除 く 。 ) 及び悪臭に よ っ て 、 人

の健康又は生活環境 (人の生活に密接な関係の あ る財産

並びに人の生活に密接な関係のあ る動植物及びその生育

環境を含む。 以下同 じ 。 ) に係 る 被害が生ず る こ と をい

つ 。

(基本理念)

第三条 環境の保全及び創造は 、 県民が健全で恵み豊かな

環境の恵沢を享受する と と も に 、 こ の環境を将来の世代

に継承 し て い く こ と を 目 的 と し て行わ な ければな ら な

し 、 。

2 環境の保全及び創造は 、 人 と 自 然 と が共生 し 、 持続的

な発展が可能な社会が実現 さ れる よ う に 、 環境を保全す

る行動及びよ り I央適な環境を創造する行動がすべての者

の公平な役割分担の下に 自 主的かつ積極的に行わな けれ

ばな ら ない。

3 地球環境保全は 、 地域にお け る事業活動及び 日 常生活

が地球環境に影響を及ぼ して い る こ と にかんがみ 、 すべ

ての者の事業活動及び 日 常生活にお け る 着実な取組 と 国

際協力 に よ り 積極的に推進 さ れな ければな ら ない。

(県の責務)

第四条 県は 、 前条に定め る 環境の保全及び創造について

の基本理念 (以下 ｢基本理念｣ と い う 。 ) に の っ と り 、

環境の保全及び創造に関 し 、 次に掲げる 事項を確保する

え め の基本的かつ総合的な施策を策定 し 、 及び実施する

責務を有す る 。

一 人の健康が保護 さ れ 、 及び生活環境が保全 さ れ 、 並

びに 自 然環境が適正に保全 さ れる よ う 、 大気 、 水 、 土

壌その他の環境の 自 然的構成要素が良好な状態に保持

さ れる こ と 。

二 森林、 農地 、 水辺地等にお け る 多様な 自 然環境が地

域の 自 然的社会的条件に応 じて体系的に保全 さ れ る こ

と 。

三 野生生物の種の保存及び多様な生態系の保。薙が図 ら

れ る こ と 。

四 人 と 自 然 と の豊かな触れ合いが保たれる と と も に 、

地域の歴史的文化的特性を生か しえ I央適な環境が創造

さ れる こ と 。

五 地域の優れん景観が保持 さ れ 、 及び形成 さ れ る こ

と 。

六 資源の循環的利用 、 エネルギーの有効利用並びに廃

棄物の減量化及び適正処理が促進 され る こ と 。

七 地球環境保全への取組が推進 さ れ る こ と 。

人 そ の他環境の保全及び創造に関 し知事が必要 と 認め

る事項

2 県は 、 環境の保全及び創造を図 る 上で 、 地域住民に最

も かかわ り の あ る 市町村の果えす役割の重要 -生 にかん

がみ 、 市町村が行 う 環境の保全及び創造のん め の施策

について 、 助言 、 情報の提供その他の支援 を行 う よ う

に努め る も の と する 。

(市町村の責務)

第五条 市町村は 、 基本理念にの っ と り 、 環境の保全及び

創造に関 し 、 県の施策 と 相 ま っ て 、 そ の市町村の 区域の

自 然的社会的条件に応 じ え施策を策定 し 、 及び実施する

責務を有する 。
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(事業者の責務)

第六条 事業者は 、 基本理念にの っ と り 、 そ の事業活動

を行 う & こ 当 ん っ て は 、 こ れに伴っ て生ず る公害を防止

し 、 又は 自 然環境を適正に保全する え め に必要な措置

を講ずる責務を有する 。

2 事業者は 、 基本理念にの っ と り 、 環境の保全上の支

障を防止する え め 、 そ の事業活動を行 う & こ 当 ん っ て 、

製品 その他の物が廃棄物 と な っ え場合にそ の適正な処

理が図 られる こ と と な る よ う & こ 必要な措置を薫ず る 責

務を有する 。

3 前二項に定め る も の の ほか 事業者は 、 基本理念に

の っ と り 、 環境の保全上の支障を防止す る え め 、 そ の

事業活動 を行 う & こ 当 え っ て 、 製品そ の他の物が使用 さ

れ 、 又は廃棄 さ れ る こ と に よ る 環境への負荷の低減に

に資する よ う & こ努 め る と と も に 、 再生資源そ の他の環

境への負荷の低減に資する原材料、 役務等を利用する

よ う & こ努め なければな ら ない。

4 前三項に定め る も の の ほか 事業者は 、 基本理念仏

の っ と り 、 そ の事業活動に関 し 、 環境の保全及び創造

に 自 ら努め る と と も に 、 県又は市町村が実施する環境

の保全及び創造に 関す る 施策 に協力す る 責務 を有す

る 。

(県民の責務)

第七条 県民は 、 基本理念にの っ と り 、 環境の保全上の

支障を防止す る え め 、 そ の 日 常生活に伴 う 環境への負

荷の低減に努めな ければな ら ない。

2 前項に定め る も の の ほか 、 県民は 、 基本理念にの っ

と り 、 環境の保全及び創造に 自 ら努め る と と も に県又

は市町村が実施す る環境の保全及び創造に関する施策

に協力する 責務を有する 。

(環境白書の作成)

第八条 知事は 、 毎年 、 環境の状況並びに環境の保全及

び創造に関 し て黄 じん施策及び講 じ よ う と す る施策を

明 ら かに しん環境 白書を作成 し 、 こ れを県議会に報告

し な ければな ら ない。

2 知事は 、 前項の環境 白書を 、 毎年 、 公表 し な ければ

な ら ない。

第二章 環境の保全及び創造に関する基本的施策

(環境基本計画の策定)

第九条 知事は 、 環境の保全及び創造に関す る 施策の総

合的かつ計画的な推進を図 る んめの基本的な計画 (以下

｢環境基本 。十画｣ と い う 。 ) を定め なければな ら ない。

2 環境基本 。十画は 、 次 に掲げる事項について定め る も

の と す る 。

ー 環境の保全及び創造に関する 目 標

二 環境の保全及び創造に関する施策の方向

三 前二号に掲げる も の の ほか 、 環境の保全及び創造

に関す る施策を総合的かつ計画的な推進す る え め に

必要な事項

3 知事は 、 環境基本計画を定め る に 当 ん っ て は 、 あ ら

か じ め 、 鳥取県環境審議会の意見を聴かな ければな ら

な し 、 。

4 知事は 、 環境基本計画を定めん と き は 、 遅滞な く 、

こ れを公表 しな ければな ら ない。

5 前二項の規定は 、 環境基本計画の変更につい て準用

する 。

(県の施策の策定等に当たっ ての配慮)

第十条 県は 、 環境に影響を及ぼす と 認め られ る施策 を

策定 し 、 及び実施する に 当 ん っ て は 、 環境の保全及び

創造について配慮 しな ければな ら ない

(環境影響評価の推進)

第十一条 県は 、 土地の形状の変更 、 工作物の新設その他

これ ら に類する事業を行 う 事業者が その事業の実施に

当 ん り あ ら か じ めその事業に係る環境への影響について

自 ら適正に調査、 予測及び。平価を行い 、 その結果に基づ

き 、 そ の事業に係 る環境の保全について適正に配慮する

こ と を推進する えめ 、 必要な措置を 。溝ずる も の と す る 。

(規制の措置)

第十二条 県は 、 公害の原因 と な る行為及び 自 然環境の適

正な保全に支障を及ぼすおそれが あ る行為に関 し 、 必要

な規制の措置を薫 じ な ければな ら ない。

2 前項に定め る も のの ほか 、 県は 、 環境の保全上の支障

を防止する ん め 、 必要な規制の措置を講ずる よ う に努め

る も の と す る 。

(誘導的措置)

第十三条 県は 、 環境の保全上の支障を防止する え め 、 事

業者又は県民が 自 ら の行為 に係 る環境への負荷の低減の

え めの施設の整備その他の適切な措置を と る よ う る こ誘導

する こ と に努め る も の と する 。

(環境の保全に関する施設の整備その他の事業の推進)

第十四条 県は 、 緩衝地帯そ の他の環境の保全のえ め の公

共的施設の整備及び河川 、 湖沼の水質の浄化その他の環

境の保全んめの事業を推進す る ん め 、 必要な措置を講ず

る も の と する 。

2 県は 、 下水道 、 廃棄物の公共的な処理施設その他の環

境の保全に資する公共的施設の整備及び森林の整備その

他の環境の保全に資する事業を推進する え め 、 必要な措

置を薫ずる も の と す る 。

(人 と 自 然 と が触れ合 う 快適な環境の創造)

第十五条 県は 、 人 と 自 然 と が触れ合 う 快適な環境を創造

する え め 、 公園 、 緑地そ の他の公共的施設の整備その他

の 自 然環境の適正な整備及び健全な利用 のん め の事業の

推進に必要な措置を薫ず る も の と する 。

(地域の特性を生か した快適な環境の創造)

第十六条 県は 、 前条 に規定す る も の の ほか 優れん景

観、 水 と 緑に親 しむ こ と がで き る 生活空間 、 歴史的文化

的資源を活用 しん環境その他の地域の特性を生か しえ 快

適な環境を創造する んめ 、 必要な措置を講ずる よ う み こ努

め る も の と する 。

(資源の循環的利用等)

第十七条 県は 、 環境への負荷の低減を図 る ん め 、 事業者

及び県民に よ る 資源の循環的な利用及びエネルギーの有

効利用が促進 される よ 引こ必要な措置を講ずる も の と す

る 。

2 県は 、 環境への負荷の低減を図 る ん め 、 県の施設の建

設及び維持管理その他の事業の実施に 当 ん り 、 資源の循

環的利用及びエネルギー の有効利用 に努 め る も の と す

る 。

(廃棄物対策の促進)

第十八条 県は 、 環境への負荷の低減を図 る え め 、 県 、 市

町村、 事業者及び県民が協力 して廃棄物の減量化及び適

正な処理が促進 される よ う に必要な措置を講ずる も の と

す る 。

(環境教育及び環境学習の推進等)

第十九条 県は 、 環境の保全及び創造に関する教育及び学

習の推進並びに広報活動の充実に よ り 事業者及び県民が

環境の保全及び創造についての理解を深め る と と も に こ

れ ら の者の環境の保全及び創造に関する活動の意欲を高

め る よ う にする んめ 、 必要な措置を 。溝ずる も の と す る 。
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(民間団体等の 自 主的活動の促進)

第二十条 県は 、 事業者 、 県民又は こ れ ら の者の組織す

る 民間 の団体 (以下 ｢民間団体｣ と い う 。 ) が 自 発的に

行 う 緑化活動 、 再資源に係 る 回収活動その他の環境の

保全及び創造に関する活動が促進 さ れる よ う & こ必要な

措置を講ずる も の と する 。

(情報の提供)

第二十一条 県は 、 第十九条の環境教育及び環境学習 の

推進並びに前条の民間団体等の 自 発的に行 う 環境の保

全及び創造に関す る活動の促進に資する え め 、 個人及

び法人の権利利益の保護に配慮 しつつ環境の保全及び

創造に関する 必要な 情報を適切に提供す る よ う に努め
る も の と す る 。

(調査研究の実施)

第二十二条 県は 、 環境の保全及び創造に関す る 施策 を

適正に実施す る え め 、 公害の防止 、 自 然環境の適正な

保全 、 地球環境保全そ の他の環境の保全及び創造に関

す る 事項について 、 情報の収集に努め る と と も に 、 科

学的 な調査及び研究の実施並びに技術の開発及びその

成果の普及に努め る も の と する 。

(監視等の体制の整備)

第二十三条 県は 、 環境の状況を的確に把握 し 、 及び環

境の保全及び創造に関する 施策 を適正に実施する え め

に必要な監視 、 巡視 、 測定等の体制の整備に努め る も
の と す る 。

(推進体制の整備)

第二十四条 県は 、 市町村、 事業者及び県民 と 連携 し 、

環境の保全及び創造に関す る施策を積極的に推進する

え めの体制の整備に努め る も の と する 。

(国等 と の協力)

第二十五条 県は 、 環境の保全及び創造を図 る え め 、 広

域的な取組を必要 と す る施策につい て 、 国及び他の地

方公共団体 (以下 ｢ 国等｣ と い う 。 ) と 協力 して 、 その

推進に努め る も の と する 。

第三章 地球環境保全への取組

(地球環境保全への取組)

第二十六条 県は 、 県 、 市町村、 事業者及び県民がそれ

ぞれの役割に応 じ て地球環境保全に資す る よ う 行動す

る た めの指針を定め 、 そ の普及及び啓発に努め る と と

も に 、 これに基づ く 行動を推進する も の と する 。

2 県は 、 国等及びそ の他の 関係機関 と 連携 し 、 地球環

境保全に 関す る 嗣査及び研究 、 情報の提供、 技術の活

用等に よ り 、 地球環境保全に関する 国際協力 の推進に

努め る も の と す る 。

第四章 鳥取県環境審議会

(設置)

第二十七条 次に掲げ る 事務を行わせ る え め 、 鳥取県環

境審議会 (以下 ｢審議会｣ と い う 。 ) を設置する 。
- 環境基本 。十画に 関 し 、 第九条第三項に規定する 事

項を処理す る こ と 。

二 知事の 。谷間 に応 じ 、 環境の保全及び創造に 関す る

基本的事項及び重要事項を調査審議する こ と 。

三 環境基本法 (平成五年法律第九十一号) 第四十三

条第一項及び 自 然環境保全法 (昭和 四十七年法律第八

十五号) 第五十一条第二項に規定す る事項を調査審議

する こ と 。

四 前三号に掲げる も のの ほか 法令又は条例の規定

に よ り その権限に属 させ られえ事務

(組織)

第二十八条 審議会は、 委員三十人以内で組織する 。

2 委員は 、 次に掲げる者の う ち か ら 、 知事が任命する 。
- 県議会議員

二 学識経験者

三 関係行政機関の職員
(任期)

第二十九条 委員の任期は二年 と す る 。 えだ し 、 補欠又は

増員に よ り 任命 されん委員の任期は 、 前任者又は現任者
の残任期間 と する 。

2 委員は 、 再任 される こ と がで き る 。
(特別委員)

第三十条 審議会に 、 特別の事項を調査審議 させる え め 、

必要に応 じ特別委員 を置 く こ と ができ る 。

2 特別委員は 、 学識経験者の う ちか ら 、 知事が任命す
る 。

3 特別委員は 、 当該特別の事項に関する 調査審議が終了
しえ と き は 、 解任 さ れる も の と す る 。

(会長及び副会長)

第三十一条 審議会に 、 会長及び副会長それぞれ一人を置
き 、 委員の互選に よ り こ れを定め る 。

2 会長は 、 会務を総理する 。

3 副会長は 、 会長を補佐 し 、 会長に事故があ る と き 、 又

は会長が欠けた と き は 、 その職務を代理する 。
(会議)

第三十二条 審議会の会議は 、 会長が召集 し 、 会長が議長
と な る 。

2 審議会は 、 在任委員及び議事に関係の あ る特別委員の
半数以上が 出席 し な ければ 、 会議を 開 く こ と が で き な
し 、 。

3 会議の議事は、 出席 しえ委員及び議事に関係のあ る特

別委員の過半数で決 し 、 可否同数の と き は、 議長の決す

る と こ ろ に よ る 。

(部会)

第三十三条 審議会は 、 そ の定め る と こ ろ に よ り 部会を
置 く こ と ができ る 。

2 部会 に属すべ き 委員及び特別委員は 、 会長が指名す
る 。

3 審議会は 、 そ の定め る と こ ろ に よ り 、 部会の議決を も

っ て審議会の議決 と する こ と がで き る 。

4 前二条の規定は 、 部会の運営について準用する 。
(幹事)

第三十四条 審議会に 、 幹事を置 く 。

2 幹事は 、 県の職員の う ち か ら 、 知事が任命する 。

3 幹事は 、 会長の命 を受 け 、 審議会の所掌事務について

委員を補佐する 。

4 幹事は 、 審議会又は部会の会議に出席 し 、 意見 を述べ

る こ と ができ る 。

(庶務)

第三十五条 審議会の庶務は 、 生活環境部において処理す
る 。

(雑則)

第三十六条 こ の条例に定め る も のの ほか 審議会の運営

に関 し必要な事項は 、 審議会が定め る 。

附 則

(施行期 日 )

こ の条例は、 公布の 日 か ら施行する 。

以下省略
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資料 3 市町村の環境保全行政機構

市 町 村 名 環境保全行政担当部 ･ 踝(室)名 環 境 審 議 会 設 置 電 。舌 番 号

鳥 取 市

米 子 市

倉 吉 市

境 港 市

国 府 町

岩 美 町

福 部 村

郡 家 町

船 岡 町

河 原 町

八 東 町

若 桜 町

用 瀬 町

佐 治 村

智 頭 町

気 高 町

鹿 野 町

青 谷 町

羽 合 町

泊 村

東 郷 町

三 朝 町

関 金 町

北 条 町

大 栄 町

東 伯 町

赤 碕 町

西 伯 町

会 見 町

岸 本 町

日 吉 津 村

淀 江 町

大 山 町

名 和 町

中 山 町

日 南 町

日 野 町

江 府 町

溝 口 町

生 活 環 境 部 環 境 課

市 民 環 境 部 環 境 課

生 活 環 境 部 環 境 課

産 業 環 境 部 環 境 防 災 課

町 民 課

住 民 生 活 課

福 祉 保 健 課

福 祉 嫌

住 民 課

住 民 福 祉 課

ふ れ あ い 課

町 民 福 祉 課

住 民 福 祉 課

住 民 課

福 祉 課

町 民 福 祉 課

町 民 課

町 民 課

町 民 課

生 活 ふ れ あ い 課

町 民 課

町 民 課

住 民 生 活 課

町 民 課

保 健 課

町 民 生 活 課

町 民 課

町 民 生 活 課

福 祉 保 健 課

福 祉 保 健 課

住 民 課

町 民 生 活 課

企 画 観 光 課

地 域 整 備 課

福 祉 保 健 課

住 民 課

地 域 整 備 課

建 設 環 境 課

生 活 環 境 課

○ 昭 和 4 7 1 0 1 3

0 平成 6 8 1 1

○ 〃 6 8 1

○ 〃 6 9 3 0

○ ′′ 3 7 4

○ 平成 6 4 1

○ 〃 6 1 2 2 2

○ 〃 6 1 0 1

○ 〃 7 7 1 1

○ 平成 8 9 2 6

0 〃 6 7 1

○ 平 成 4 5 2 0

○ 〃 6 1 1 1 1

0 〃 7 7 1

○ ′′ 6 9 3 0

○ 〃 6 1 〇 1

○ 〃 6 1 0 1

0 〃 6 1 0 1

0 〃 6 1 0 1

0 〃 6 1 0 1

0 〃 6 1 0 3

○ 昭 和 4 8 3 2 4

○ 平成 3 3 2 9

○ 平成 7 3 2 8

○ 昭 和 4 7 7 1

0 〃 4 8 4 1

○ 平 成 7 4 1

08 5 7 2 0 32 1 6

08 5 9 2 3 5 2 5 6

0 8 5 8 2 2 8 1 6 8

0 8 5 9 47 1 0 60

08 5 7 3 9 05 5 7

08 5 7 7 3 1 4 1 5

0 8 5 7 7 5 28 1 3

0 8 5 8 7 6 02 0 5

0 8 5 8 7 2 0 1 44

08 5 8 7 6 3 1 1 3

0 8 5 8 8 4 1 2 2 0

0 8 5 8 8 2 22 3 2

0 8 5 8 8 7 3 7 8 1

08 5 8 8 8 02 1 4

0 8 5 8 7 5 4 1 1 9

0 8 5 7 8 2 3 1 5 7

0 8 5 7 84 20 1 4

0 8 5 7 8 5 00 1 5

08 5 8 3 5 3 1 1 1 (代表)

08 5 8 3 4 3 1 1 4

0 8 5 8 3 2 29 68

0 8 5 8 4 3 3 5 0 5

08 5 8 4 5 2 1 1 1 (代表)

08 5 8 3 6 3 1 1 4

0 8 5 8 3 7 3 1 1 1 (代表)

08 5 8 5 2 2 1 1 1 (代表)

08 5 8 5 5 0 1 1 1 (代表)

08 5 9 6 6 3 1 1 1 (代表)

08 5 9 64 22 1 1 (代表)

08 5 9 6 8 3 1 1 5

08 5 9 2 7 02 1 1 (代表)

08 5 9 5 6 3 1 1 1 (代表)

08 5 9 5 3 3 3 1 1 (代表)

08 5 9 5 4 5 2 0 3

08 5 8 5 8 6 1 1 2

0 8 5 9 8 2 1 1 1 1 (代表)

08 5 9 7 2 2 1 0 1

0 8 5 9 7 5 3 3 0 6

0 8 5 9 6 2 07 1 1 (代表)
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資料4 市町村の環境条例等制定状況

環境基本条例

条 例 公 布 日 施 行 日

境 港 市 環 境 基 本 条 例

倉 吉 市 環 境 基 本 条 例

西 伯 町 環 境 基 本 条 例

H1 0 . 6 . 1 9

H 1 2 . 3 . 3 1

H 1 2 . 6 . 2 3

H 1 0 . 6 . 1 9

H 1 2 . 4 . 1

H 1 2 . 6 . 2 3

市町村版ローカルアジェンダ等

市町村名 公 布 日 施 行 日

鳥 取 市

鳥 取 市

西 伯 町

米 子 市

米 子 市

境 港 市

福 部 村

船 岡 町

ア ジ ェ ンダ 2 1 ,鳥取市

環境に配慮 した庁内率先行動計画

エ コ オフ イ ス さ いは く ア ク シ ョ ンプラ ン

ア ジェ ンダ 2 1 よ な ご

環境にや さ しい米子市役所率先実行 。十面

環境にや さ しい市役所率先実行 。÷画

環境にや さ しい率先行動 。十画

環境にや さ しい役場率先行動計画

H1 0 . 3

H 1 0 . 1 1

H 1 1 . 3

H 1 1 . 1 1

H 1 1 . 1 1

H 1 2 . 3

H 1 2 . 3

H 1 3 . 3

その他環境関係条例

条 例 公 布 日 施 行 日

鳥 取 市 自 然保 護 及 び環 境保 全条 襖

米 子 市 環 境 保 全 条 例

倉 吉 市 公 害 防 止 条 例

境 港 市 公 害 防 止 条 例

大 栄 町 環 境 保 全 条 例

大 山 町 環 境 保 全 条 例

赤 碕 町 環 境 保 全 条 例

東 伯 町 環 境 保 全 条 例

三 朝 町 環 境 保 全 条 例

西 伯 町 環 境 保 全 条 襖

岩 美 町 水 道 水 源 保 護 条 桝

淀 江 町 公 害 防 止 条 例

国 府 町 環 境 保 全 条 例

中 山 町 環 境 保 全 条 伊

青 谷 町 環 境 保 全 条 例

会 見 町 公 害 防 止 条 例

関 金 町 環 境 保 全 条 例

羽 合 町 環 境 保 全 条 例

東 郷 町 環 境 保 全 条 例

名 和 町 環 境 保 全 条 伊

日 南町廃棄物の処理及び清掃に関する条伊

ネ探酊廃勳加悦威量及℃槐商市処理に関する多鷄タ

境 港 市 飼 い 犬 ふ ん 害 等 防 止 条 例

リ

u

S4 7 . 1 0 . 1 3

47 . 6 . 2 8

48 . 9 . 1 3

48 . 1 2 . 24

48 . 1 2 . 1 4

48 . 7 . 2

49 . 3 . 3 0

5 4 . 1 0 . 1

5 4 . 3 . 2 7

49 3 2 3

H 2 . 3 . 3 0

2 . 7 . 2 6

3 . 3 . 3 0

4 . 3 . 2 4

4 . 5 . 1 8

4 . 1 0 . 1

6 . 1 0 . 1

6 . 1 0 . 1

6 . 9 . 3 0

7 . 3 . 2 2

8 . 3 . 2 7

9 . 3 . 3 5

9 . 1 2 . 1 9

S47 . 1 0 . 1 3

47 . 7 . 1

49 . 1 . 1

49 . 6 . 1

49 . 1 . 1

48 . 7 . 2

49 . 3 . 3 0

5 4 . 1 0 . 1

5 4 . 9 . 2 7

49 3 2 3

H 2 . 3 . 3 0

2 . 7 . 2 6

3 . 4 . 1

4 . 3 . 2 4

4 . 5 . 2 0

5 . 4 . 1

6 . 1 0 . 1

6 . 1 0 . 1

6 . 1 0 . 1

7 . 4 . 1

8 . 4 . 1

9 . 4 . 1

9 . 1 2 . 1 9
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資料 5 環境基準 (平成 1 3 年 9 月 3 0 日 現在)

1 . 水質汚濁に係る環境基準

(mg/ 1 )( 1 )人の健康の保護に関する環境基準

項 目 基 準 値 項 目 基 準 値

カ ド ミ ウ ム

△生シア ン

鉛

六価ク ロ ム

砒素

総水銀

アルキル水銀

P C B

ジ ク ロ ロ メ タ ン

四塩化炭素

1 , 2 ジ ク ロ ロ エ タ ン

し 1 ジ ク ロ ロ エチ レ ン

シス 1 , 2 ジ ク ロ ロ エチ レ ン

0 0 1 以下

検出 さ れない こ と

0 0 1 以下

0 05 以下

0 . 0 1 以下

0 0005 以下

検出 さ れない こ と

検出 さ れない こ と

0 02 以下

0 002 以下

0 . 004 以下

0 02 以下

0 04 以下

1 , 1ユ ト リ ク ロ ロ エ タ ン

1 , 1 , 2 ト リ ク ロ ロ エ タ ン
ト リ ク ロ ロ エチ レ ン

テ ト ラ ク ロ ロ エチ レン

上 3 ジ ク ロ ロ プ ロ ペン
チ ウ ラ ム

シマ ジン

チオベンカルブ

ベンゼ ン

セ レ ン

硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素

ふっ 糸･

ほ う 素

1 以下

0 . 006 以下

0 03 以下

0 0 1 以下

0 . 002 以下

0 006 以下

0 003 以下

0 . 02 以下

0 0 1 以下

0 0 1 以下

10 以下

0 8 以下

1 以下

備考 1 基準値は年間平均値 と す る 。 え だ し 、 全シア ン に係 る 基準値について は 、 最高値 と す る 。

2 ｢検出 さ れない こ と ｣ と は 、 別 に示 さ れえ測定方法に よ り 測定 しえ場合において 、 そ の結果が 当該方法の定量限界

を下回 る こ と を い う 。

(2)生活環境の保全に関する環境基準

①河 川

禮虱型 利用 目 的の適応性

基 準 値

水素イ オン

濃 度

( p H )

生物化学的

酸素要求量

( B O D )

浮遊物質量

( S S )

溶存酸素量

( D O )
大腸菌群数

AA
水道 1 級 、 自 然環境保全及び

A 以 下 の 欄 に 掲 げ る も の

6 5 以上

8 5 以下

1 mg/1
以下

25mg/ 1
以下

7 . 6mg/ 1
以上

50MPN

/ 1 0 0 皿 以下

A
水道 2 級 、 水産 1 級 、 水浴及び

B 以 下 の 欄 に 掲 げ る も の

6 5 以上

8 5 以下

2 mg/ 1
以下

25mg/ 1
以下

7 . 5mg/ 1
以上

1 , 000皿N

/ 1 0 皿 以下

B
水 道 3 級 、 水 産 2 級及 び

C 以 下 の 欄 に 掲 げ る も の

6 . 5 以上

8 . 5 以下

3 mg/ l
以下

25mg/ 1
以下

5mg/ 1
以上

5 , 000皿N

/ 1 0 0 皿 以下

※ 類型指定

AA 千代川上流 (有富川合流) 、 天神川上流 (小鴨川合流) 、 日 野川上流 ( 日 野橋)
A 千代川下流 、 天神川下流 、 日 野川 下流 (各河川 と も AA の水域よ り 下流)

備考 1 自 然環境保全 自 炊探勝等の環境保全

2 水 道 1 級 ろ過等に よ る簡易 な浄水操作を行 う も の

3 水 道 2 級 沈殿ろ過等に よ る 通常の浄水操作を行 う も の

4 水 産 1 級 ヤマ メ イ ワ ナ等貧腐水性水域の水産生物用並びに水産 2 級及び水産 3 級の水産生物用
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②湖 沼 (天然湖沼及び貯水量 1 , 000 万立方メ ー ト ル以上の人工湖)

頒\訃 利用 目 的の適応性

基 準 値

水素イ オン

濃 度

( p H )

化 学 的

酸素要求量

( C O D )

浮遊物質量

( S S )

溶存酸素量

( D O )
大腸菌群数

AA
水道 1 級 、 水産 1 級 、 自 然環境保

全及 び A 以 下 の 欄 に 掲 げ る も の

6 5 以上

8 5 以下

1 mg/1
以下

1 ぬg/ 1
以下

7 . 5mg/ 1
以上

50MPN

/ 1 0 0 皿 以下

A
水道 2 ･ 3 級 、 水産 2 級 、 水浴及

び B 以 下 の 欄 に 掲 げ る も の

6 5 以上

86 以下

3 mg/ 1
以下

5mg/ 1
以下

7 6mg/ 1
以上

1 , 000皿N

/ 1 0 0 皿 以下

B
水産 3 級 、 工業用水 1 級 、 農業

用 水 及 び C の 欄 に 掲 げ る も の

6 . 5 以上

8 . 5 以下

5 mg/ 1
以下

1 5mg/ 1
以下

5mg/ 1
以上

(全窒素 全 り ん)

＼ 利用 目 的の適応性
基 準 値

達 成 期 間
全窒素 全 り ん

m類型
水道 3 級 (特殊な も の ) 及び類

型y以下の欄に掲げる も の

0 . 4mg/ 1
以下

0 . 03mg/ 1
以下

段階的 “こ 暫 定 目 標 を 達成 し つつ環境基

準の可及的すみやかな達成に努め る

※ 類型指定
A 湖山池 、 東郷池 、 中海及び境水道
m 湖山池 、 中海及び境水道

備考 水 産 1 級 ヒ メ マ ス等貧栄養鋼型の水域の水産生物並ひにそれ以下の等級の水産生物

水 道 2 3 級 沈殿ろ過等に よ る 通常の浄水操作 、 又は 、 前処理等を伴 う 高度の浄水操作を行 う も の

③海 域

頓\訃 利用 目 的の適応性

基 準 値

水素イ オン

濃 度

( p H )

化 学 的

酸素要求量

( C O D )

溶存酸素量

( D O )
大腸菌群数 油 分 等

A
水産 1 級 、 水浴 、 自 然環境保全

及び B 以 下 の欄 に掲 げ る も の

7 8 以上

8 3 以下

2 mg/ 1
以下

7 5mg/ 1
以上

1 , 00OMPN

/ 1 0 0 皿 以下

検出 さ れ

ない こ と

B
水 産 2 級 、 工 業 用 水 及 び

C の 欄 に 掲 げ る も の

7 8 以上

8 3 以下

3 mg/ 1
以下

5mg/ 1
以上

検出 さ れ

ない こ と

C 環 境 保 全
7 . 0 以上

8 . 3 以下

8 mg/ 1
以下

2mg/ 1
以上

※ 類型指定

美保湾の う ち 、 境港外港湾計画水域は B類型、 そ の他の水域はA類型

備考 水産 1 級 マ ダ イ 、 ブ ノ 、 ワ カ メ 等 の水産生物用及び水産 2 級の水産生物用

水産 2 級 ホ フ 、 ノ ノ 等の水産生物用
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2 . 地下水の水質汚濁に係る環境基準

(mg/ 1 )

項 目 基 準 値 項 目 基 準 値

カ ド ミ ウ ム

△生シア ン

会合

六価ク ロ ム

砒素

総水銀

アルキル水銀

P C B

ジ ク ロ ロ メ タ ン

四塩化炭素

し2 ジ ク ロ ロ エ タ ン

1ユ ジ ク ロ ロ エチ レン

シス 1 , 2 ジ ク ロ ロ エチ レ ン

0 0 1 以下

検出 さ れない こ と

0 . 0 1 以下

0 05 以下

0 0 1 以下

0 000 5 以下

検出 さ れない こ と

検出 さ れない こ と

0 02 以下

0 002 以下

0 004 以下

0 02 以下

0 04 以下

L 1 , 1 ト リ ク ロ ロ エ タ ン

1 , 1 , 2 ト リ ク ロ ロ エ タ ン

ト リ ク ロ ロ エチ レ ン

テ ト ラ ク ロ ロ エチ レン

1 , 3 ジ ク ロ ロ プ ロ ペン

チ ウ ラ ム

ンマ ジン

チオベンカルブ

ハミ ンゼ ン

セ レ ン

硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素

ふっ 素

ほ う 素

1 以下

0 006 以下

0 03 以下

0 0 1 以下

0 , 002 以下

0 006 以下

0 003 以下

0 02 以下

0 0 1 以下

0 . 0 1 以下

10 以下

0 8 以下

1 以下

備考 1 基準値は年間平均値 と す る 。 え え し 、 全シア ン に係 る 基準値については 、 最高値 と す る 。

2 ｢ 検出 さ れない こ と ｣ と は 、 別 に示 さ れた測定方法に よ り 測定 しえ場合において 、 そ の結果が 当 。亥方法の定量限界

を下回 る こ と を い う 。

3 大気の汚染に係る環境基準

(環境基準)

物 質 環 境 上 の 条 件

二酸化いお う ※
1 時間値の 1 日 平均値が 0 04ppm 以下であ り 、 かつ 1 時間値が

0 1ppm 以下であ る こ と 。

一酸化炭素 ※
1 時間値の 1 日 平均値が 1oppm 以下であ り 、 かつ 、 1 時間値の 8

時間平均値が 20ppm 以下であ る こ と 。

浮遊粒子状物質 ※
1 時間値の 1 日 平均値が 0 1 omg/m 3 以下であ り 、 かつ 、 1 時間値

が 0 20mg/m 3 以下であ る こ と 。

光化学オキシダン ト 1 時間値が 0 06ppm 以下であ る こ と 。

二酸化窒素 ※※
1 時間値の 1 日 平均値が 0 04ppm か ら 0 06ppm ま での ゾー ン内

又はそれ以下であ る こ と 。

ベ ンゼ ン ※※ 1 年平均値が 0. 00 3mg/m 3 以下であ る こ と 。

ト リ ク ロ ロ エチ レ ン ※※ 1 年平均値が 0 2mg/m 3 以下であ る こ と 。

テ ト ラ ク ロ ロ エチ レ ン ※※ 1 年平均値が 0 2mg/m 3 以下であ る こ と 。

ジ ク ロ ロ メ タ ン ※※ 1 年平均値が 0 1 5mg/m 3 以下であ る こ と 。

備考 1 浮遊粒子状物質 と は 、 大気中 に任遊す る粒子状物質で あ っ て 、 そ の粒径が 1 0 ミ ク ロ ン以下の も の を い う 。

2 光化学オキ シタ ン ト と は 、 オ ソ ン 、 パーオキ シアセ チルナイ ト レー ト そ の他の光化学反応に よ り 生成 さ れ る酸化 性

物質 ( 中 l生 ヨ ウ 化カ ノ ウ ム溶液か ら ヨ ウ 素 を遊離す る も の に限 り 、 二酸化窒素 を除 く 。 ) を い う 。

3 ※ 長期的 。平価 (年間 ) と 短期的 。平価 (条件 と お り ) か あ る も の

※ ※ 年間 て 。鮒価する も の

107



4 騒音に係る環境基準
(1) 道路に面する地域以外の地域

地 域
時 間 の 区 分

昼間 ( 6 時~ 1 0 時) 夜間 (22 時~翌 日 6 時)

A及びB 5 5 デシベル以下 4 5 デシベル以下

C 6 0 デシベル以下 5 0 デシベル以下

備考 1 A を 当 て は め る 地域は 、 専 ら 住居の用 に供 さ れ る 地域

2 B を 当 て は め る 地域は 、 主 と し て 住居の用 に供 さ れ る 地域

3 C を 当 て はめ る 地域は 、 相 当数の住居 と 併せて商業 、 工業等の用 に供 さ れ る 地域

(2) 道路に面する地域

地 域
時 間 の 区 分

昼 間 夜 間

A地域の う ち 2 車線を有す る道路に面する地域 6 0 デシベル以下 5 5 デシベル以下

B 地域の う ち 2 車線以上の車線を有する道路に面する

地域及びC地域の う ち車線を有する道路に面する地域
6 5 デシベル以下 6 0 デシベル以下

備考 車線 と は 、 1 縦列の 自 動車が安全かつ円 滑に走行す る え め に必要な一定の 幅員 を有す る 帯状の車線部分をい う 。

こ の場合におい て 、 幹線交通 を担 う 道路に近接す る 空間 については 、 上表に かかわ らす 、 特例 と し て下表の基準

値の糊に掲げ る と お り と す る 。

時 間 の 区 分

昼 間 夜 間

7 0 デシベル以下 6 5 デシベル以下

備 考

個別の住居等において騒音の影響を受けやすい面の窓を主 と して 閉 めた生活が営まれてい る と 認

め られる と き は 、 屋内へ透過する 騒音に係 る基準 (昼間 & こ あ っ て は 4 5 プ シヘル以下 、 夜間 に あ っ て は 4 0 プ

シヘル以下) に よ る こ と がで き る 。

5 . ダイ オキシン類に係 る環境基準

(環境基準 、 平成 12 年 1 月 1 5 日 か ら適用 )

媒 体 基 準 値 測 定 方 法

大 気 0 6Pg- TEQ/m3 以下

ポ リ ウ レ タ ン フ ォ ーム を装着 した採取筒 を ろ紙

後段に取 り 付けたエアサンプラ ーに よ り 採取 し

た試料を高分解能ガス ク ロ マ ト グ ラ フ質量分析

。刊こ よ り 測定する 方法

水 質 1pg - TEQ/1 以下 日 本工業規格K03 1 2 に定め る方法

土 壌
L ooopg- TEQ/g
以下

土壌中 に含まれる ダイ オキシン類を ソ ッ ク ス レ

ー抽出 し 、 高分解能ガス ク ロ マ ト グ ラ フ質量分

析 。刊こ よ り 測定する方法

※

1 基準値は 、 2 , 3 7 , 8 - TCDD の毒性に換算 した値 と する 。

2 大気及び水質の基準値は 、 年間平均値 と する 。

3 土壌にあ っ て は 、 環境基準が達成 さ れてい る場合であ っ て 、 土壌中のダイ オキシン類の量が

250pg -TEQ/g 以上の場合には 、 必要な凋査を実施する こ と と する 。

備考 1 大気の汚染に係 る 環境基準は 、 工業専用地域 、 車道その他一般公衆が通常生活 し て い ない地域又は場所について は

適用 し な い

2 水質の汚濁に係 る 環境基準は 、 公共用 水域及ひ地下水について適用す る 。

3 土壌の汚染に係 る 環境基準は 、 廃棄物の埋立地その 他の場所て あ っ て 、 外部か ら適切 に区別 さ れて い る施設に係 る

土壌について は適用 し な い。
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資料 6 公害防止管理者等の設置を必要とする工場
(平成 1 3 年 4 月現在)

特 定 工 場 特定工場が双賭董モすべき公害防止管理艶等

区分 特 定 工 場 特定工場の規模
公害防止管

理者の種類

公害防止

統 括 者

公 害 防 止

靴搭蹄

陳l
大 ば

気 い

汚 煙

染 対

防 象
止 工

法 場

有害物質を排出する

施毎没を設置している

工場

排出ガス量

4 万Nm3/時以上

大気関係第 1 種

公害防止管理者

常日劼吏用する従

業員が2 1人以上

の工場に設置

排出ガス

4 万Nm 3/時

以上でかつ排出

水量 1 万m3/ 日

以上の工場に設

置

排出ガス量

4 万Nm3/時未満

大気関係第 2種

公害防止管理者

上記以外の工場で排

出ガス量 1 万Nm3

/時以上の工場

排出ガス量

4 万Nm3/時以上

大気関係第 3種

公害防止管理者

排出ガス量

4 万Nm3/時未満

大気関係第4種

公害防止管理者

水 関

質 係

水 対

質

汚 象

濁

防 工

止

法 場

有害物質を排出する

施毎没を設置している

工場

排出水量

1 万m3/ 日 以上

水質関係第 1 種

公害防止管理者

排出水量

1 万m3/ 日未満

水質関係第 2種

公害防止管理者

上記以外の工場で排

出水量 1 丁 m 3/ n

以上の工場

排出水量

1 万m3/ 日 以上

水質関係第 3種

公害防止管理者

排出水量

1 万m3/ 日未満

水質関係第4種

公害防止管理者

騒音関係
騒音規制法に基づ く 指定土鐵或こおいて機械

プレス (呼び加圧能力が 1 0 0 重量 t 以上

のもの) 又は鍛造機 (落下部分の重量が 1

t 以上のハンマー) を設置している工場

騒諸関係公害

防止 管理者

- 粉 関
じ

殻 ん 係

大気汚染防止法の対象と なる一般蹄扮じん発

生施篩役を双労董盂 している工場

一般姥分じん関係

公害防止管理者

特 粉 関
じ

定 ん 係

大気汚染防止法の対象と なる特定粉じん発

生施毎役を奴籍但している工場

特定粉じん関係

公害防止管理者

振動関係
振動規制法に基づ く 指定土働藤ここおいて液班土

プレス (矯正プレスを除く もの と し、 呼び

加圧能力が 3 0 0 重量 t 以上の もの) 、 機

械プレス (呼び加圧能力が 1 0 0 重量 t 以

上の もの) 又は鍛造機 (落下部分の重量が

1 t 以上のハンマー) を叺蠅呈 している工場

振動関係公害

防 止管理者

ダイオキシン類関係
ダイ オキシン類対策特別措置法 ｢特定施

設一 の う ち、 廳薪勿焼却炉を除く 大気基準

適用施篩投、 及び水質基準文携施毎役の う ちの

硫酸劫塩 ･ 亜硫酸バルブ製造用の塩素化学物

漂白施毎役、 塩化ビニルモノ マー製造用二塩

化エチレン泌粥笹施篩没、 アルミ ニ ウム製造用

賠焼 ･ 溶解 ･ 乾釧燥炉からの廃ガス洗浄 ･ 湿

式集 じん施篩投のいずれかを叺曙但している工

場

ダイ オキシン類

関係公害防止管

蟷
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資料 7 環境事犯検挙 (件数) 状況

＼"
法令別

平成 8 年 平成 9 年 平成 1 0 年 平成 1 1 年 平成 12 年

廃棄物 処理法 1 0 2 6 2 1 2 2 3 3

水質汚濁防止法

そ の 他 2 5 1 4 6

計 1 2 3 1 2 2 2 6 3 9

(県警本部資料)

環境 公害苦情取扱い状況

＼"
法令別

平成 8 年 平成 9 年 平成 1 0 年 平成 1 1 年 平成 12 年

大 気 汚 染 2 6

水 質 汚 濁 5 3 6 8 1 8

土 壌 汚 染

振 動

地 盤 沈 下

｢

悪 臭 3 2 4 1

廃 棄 物 1 0 2 7 2 2 4 6

そ の 他

計 1 8 3 2 2 8 1 8 3 1

(県警本部資料)
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資料8 年度別公害苦情種類別受理件数

平成 4 平成 5 平成 6 平成 7 平成 8 平成 9 平成1 0 平成 1 1 平成 1 2

大気汚染 1 3 9 1 4 2 5 2 8 5 2 7 7 7 8 7 1

水質汚濁 1 9 2 5 1 7 2 7 43 2 6 2 3 1 9 2 3

騒 音 1 8 1 2 3 1 2 0 3 6 2 1 1 5 2 6 2 9

振 動 2 T4 6 4 1 5 3 1 4

悪 臭 1 9 2 2 3 2 3 2 3 2 3 0 2 0 2 7 3 0

土壌汚染 O O O O 1 O O 1 O

そ の 他 6 1 6 0 42 44 47 4 1 6 5 40 74

計 1 3 2 1 2 9 1 42 1 5 2 1 8 8 1 7 5 2 0 3 1 9 2 2 3 1

一◆- 大気汚染

二口二 水質汚濁

-だ-騒 音

三栄二 振 動

一※÷ 悪 臭

一◎- 土壌汚染

二十一 そ の 他

n
U

^
=
〕

^
U

n
v

n
〕

^
U

n
v

n
U

^
=〕

^=
〕

9
8

7
6

5
4

3
2

1

. ' /人 / ▼
- ｢＼ // ＼ /

/ ＼/
Y ｣/る◇;＼ 、し

…"《-惨勒砂＼“を“ ＼･ 逍魅さ膨~こ贄
▼ ヒ 〕 〉

義、 癈ノン討 メ)/ノノノム

平 平 平 平 平 平 平 平 平
成 成 成 成 成 成 成 成 成
4 5 6 7 8 9 1 0 1 1 1 2

出典 ｢公害苦情調査結果報告書｣ 公害等調整委員会事務局
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資料 9 I S O 1 4 0 0 1 認証取得事業所一覧 ( 県 内 )
平成 1 3 年 1 2 月 3 0 日

企 業 名 所在地 認 。正取得年 月

T上 オ ム ロ ン 倉吉 (株 ) 倉吉市 平成 9 年 9 月

2 ナ シ ョ ナ ル マ イ ク ロ モ ー タ ( 株 ) 米子市 平成 9 年 1 2 月

3 鳥取三 洋電機 ( 株 ) テトリ ス事業本部 LCD 事業部 鳥取市 平成 9 年 1 2 月

4 鳥取三 洋電機 ( 株 ) 情報通信事業本部 たン 平 成 9 年 1 2 月

5 テ ガ 三 洋工業 (株 ) (逐電閥 ヒ ン グ際訂 か ら 継承 ) イン 平 成 1 0 年 2 月

6 リ コ ー マ イ ク ロ エ レ ク ト ロ ニ ク ス ( 株 ) イン 平 成 1 0 年 2 月

7 三 洋 エ ナ ジ ー 鳥取 ( 株 ) 岩美 町 平成 1 0 年 2 月 ｣
8 日 立 金属 (株 ) 鳥取工場 鳥取市 平成 1 0 年 9 月

9 鳥取 日 本電産 ( 株 ) イン 平 成 1 0 年 1 0 月

1 0 日 本圧着端子製造 (株 ) 西倉吉 、 倉吉 、 三朝工場 倉吉市 平 成 1 0 年 1 2 月

1 1 因 幡環境整備株式会社 智 頭 町 平成 1 0 年 1 2 月

1 2 コ ク ヨ 事務用 品 工業 ( 株 ) 鳥 取工場 鳥取市 平 成 1 1 年 2 月

1 3 鳥取電機製造 ( 株 ) たソ 平成 1 1 年 3 月

1 4 王子製紙 ( 株 ) 米子工場 米子市 平成 1 1 年 1 0 月

1 5 鳥取旭工業株式会社 鳥取市 平成 1 2 年 2 月

1 6 株式会社 ア サ ヒ メ ッ キ 鳥取工場 ノン 平成 1 2 年 2 月

1 7 鳥 取県金属 熱処理協業組合 米子市 平成 1 2 年 3 月

1 8 ( 株 ) 一 条工務店 山 陰 鳥取市 平成 1 2 年 3 月

1 9 日 本電 産 エ レ ク ト ロ ニ ク ス ( 株 ) 溝 口 町 平成 1 2 年 5 月

20 ( 株 ) タ カ ラ 化成 ( 大宝 イ ー ピ ー エ ス ) 気高 町 平成 1 2 年 9 月

2 1 大宝 ブ ソ ク ( 株 ) 本社 、 鳥取 、 姫路 、 摂津工場 鳥取市 平成 1 2 年 1 0 月

22 鳥 取 オ ン キ ョ ー 倉吉市 平成 1 2 年 1 2 月

23 鳥取三 洋電機 ゾ バ イ ス事業部 L E D 事業部 鳥取市 平成 1 3 年 1 月

24 ダ イ ヤ モ ン ド 電機 鳥取市 平成 1 3 年 2 月

25 美保 テ ク ノ ス 米子市 平成 1 3 年 2 月

26 ( 株 ) さ ん れ い フ ー ズ 米子市 平成 1 3 年 2 月

27 ( 株 ) 米 子富士通 米子市 平成 1 3 年 2 月

28 山 陰 セ キ ス イ ハ イ ム ( 株 ) 米子市 平成 1 3 年 1 0 月

29 大村塗料 (株 ) 鳥取市 平成 1 3 年 1 1 月

30 日 段 ( 株 ) 鳥取市 平成 1 3 年 1 1 月

3 1 ( 株 ) ケ ー オ ー ウ エ イ 米子市 平成 1 3 年 1 2 月

32 ( 株 ) 明 治製作所 倉吉市 平成 1 3 年 1 2 月

3 3 西 伯 町役場 西伯 町 平成 1 3 年 1 2 月

34 郡 家 町役場 郡家 町 平成 1 3 年 1 2 月

※ マ ル チ サ イ ト 方式で取得 し た 事業所 は 除 い て い ま す 。
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資料 1 0 環境関係用語の解説

圏曲調鬮堝1 Mm. -- -- ----

0 I S O 1 4 0 0 0 シ リ ーズ

｢ I S O 1 4 0 0 1 ｣ と は 、 環境マネ ジメ ン ト シス テ ム (環境に配慮 した活動を行 う た めの

仕組み) を規定 した国際規格であ る 。 ｢ 。十画 ( P l a n ) 実施 ( Do ) 点検 ( Check ) 見直 し

( Act i on ) ｣ の P D C A サイ ク ルを繰 り 返す こ と に よ っ て 、 事業活動に伴 う 環境への負荷を継

続的に改善 してい く も のであ る 。

※ I S 0 と は 、 ｢国際標準化機構｣ の略称で 、 1 9 4 7 年に設立 さ れた世界共通の規格の設

定等を行 う ス イ ス 民法に基づ く 民間の組織であ る 。 各国か ら代表的標準化機関 1 機関が参加 し

てお り 日 本は J I S 規格を定めてい る 日 本工業標準澗査会が参加 してい る 。

0 アイ ド リ ングス ト ッ プ

地球温暖化防止や大気汚染防止を 目 的 と して 、 自 動車の停車中 にエ ンジンを不必要にアイ ド

リ ン グ (空転 、 無負荷回転) する こ と を 自 粛する こ と を い う

0 赤潮 ･ アオ コ (青粉)

水 中 にプラ ン ク ト ンが異常発生 し 、 そ のため に水の色が赤みがかっ た色 (赤潮 ) や緑色 (ア

オ コ ) に変わ る現象の こ と 。

0 悪臭物質

ア ンモニア 、 メ チルメ ルカ ブタ ンその他の不 快な臭いの原因 と な り 、 生活環境をそ こ な う お

それの あ る物質で悪臭防止法施行令に定め る 22 物質をい う 。 (ア ンモニア 、 メ チルメ ルカ ブタ

ン 、 硫化水素 、 硫化メ チル、 ト リ メ チルア ミ ン、 二硫化メ チル、 アセ ト アルデ ヒ ド 、 ス チ レ ン 、

プ ロ ピオン酸、 ノ ルマル酪酸、 ノ ルマル吉草酸、 イ ン 古草酸、 プ ロ ビオンアルデ ヒ ド 、 ノ ルマ

ルブチルアルデ ヒ ド 、 イ ン ブチルアルデ ヒ ド 、 ノ ルマルバ レルアルデ ヒ ド 、 イ ンバ レルアルデ

ヒ ド イ ン ブタ ノ ール、 酢酸エチル、 メ チルイ ン ブチルケ ト ン 、 ト ルエ ン 、 キ シ レ ン)

○ ア ジ ェ ンダ 2 1

1 9 9 2 (平成 4 ) 年 6 月 開催の地球サ ミ ッ ト (環境 と 開発に関する 国連会議) で採択 され

た環境 と 開発に関する リ オ宣言の 。者原則 を実行する た めの行動 。十画で 、 大気保全、 森林、 砂漠

化 、 生物多様性、 海洋保護 、 廃棄物対策等の具体的問題について のプ ロ グ ラ ム が示 される と と

も に 、 そ の実施のための資金、 技術移転、 国際機構、 国際法のあ り 方について規定 さ れてい る 。

0 ア メ ニチ イ (Amen l t y )

私達の生活環境を構成する 自 然や施設 、 歴史的 、 文化的伝統な どが互いに他を活か し合 う よ

う にバ ラ ンス が と れ、 そ の 中で生活する私達人間 と の間 に真の澗和が保たれてい る場合に生ず

る好ま しい感覚をい う

○ 亜硫酸ガス ( S 0 2 )

硫黄酸化物 (Sox) の 中で二酸化硫黄の こ と をいい 、 石炭や石油 を燃焼する こ と に よ り 発生

する 。 色はな く 、 刺激臭の強い気体で呼吸器を刺激 し 、 喘息の発生を促進 しえ り 植物を枯 ら

した り す る こ と が あ る 。
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0 硫黄酸化物 ( S o x )

刺激臭の強い腐蝕性のあ る有害な硫黄ガス の こ と で 、 亜硫酸ガス (S0 2 ) の ほかに無水硫

酸 (S0 3 ) 等が あ る 。 大気汚染防止法施行令でばい煙中 の硫黄酸化物の量が規制 されてい る 。

0 生きて い る地球指数 ( L i v l n g P l a net l nd ex )

自 然生態系の 3 つの異な る指標の集積の こ と で、 世界の 自 然林の面積、 世界の淡水域に生息

する種の個体数、 世界の海洋に生息する種の個体数の 3 つの生態系の状態の変化を示す指標の
こ と をい う

○ 一酸化炭素 ( C O )

炭素含有物が不完全燃焼 した と き に発生する無色 、 無臭のガス で 、 主な発生源は 自 動車排気

ガス と いわれる 。 体内 に吸入 さ れる と 血液中のヘモ グ ロ ビ ン と 結びつき 酸素の補給を妨げ貧

血を起 こ した り 中枢神経を麻痺 させた り す る 。

○ 上乗せ基準 ･ 上乗せ条例

ばい煙又は排出水の排出の規制に関 して 、 法で定めた一律の基準又は排出基準に代えて適用

する も の と して 、 都道府県知事が条例で定め る 、 よ り 厳 しい基準をい う 。

0 エ コ シ ヨ ツ プ制度

ごみの減量化や リ サイ クルに積極的に取 り 組む小売店をエ コ シ ョ ッ ブ と して認定 し 、 県民 と

事業者の協力 に よ る ごみの減量化 リ サイ ク ルの推進を 目 指 した制度をい う

○ エ コ ツー リ ズム

自 然の仕組みや動植物の生態、 又は地域独 自 の文化の理解のた め 、 それ ら の観察ない し体験
を 目 的 と した旅行の こ と をい う

0 エ コ マーク 商品

財団法人 日 本環境協会が認定 した 、 再生資材利用製品な ど環境に配慮 した商品であ り 平成

1 3 年 9 月 3 0 日 現在で 4 6 4 7 の商品が指定を受けてい る 。

O S S (浮遊物質量 Su sp ended So l i d )

水 中 の浮遊物質の こ と で、 水の濁 り の原因 と な る 。 空中 の浮遊物質には粉 じん 、 ばい煙等の
。吾を使 う

O S P M (浮遊粒子状物質 Sus pen de d Pa r t i cu l at e ma t t e r )

大気 中 に浮遊 して い る粒子状の物質 (粉 じん 、 ばい じん等) で あ っ て 、 その粒径が l o 仏 m

以下の物質で、 発生原因 と して は 、 自 然的な も の と 大気中で二次的に反応 して生成 さ れ る も の

な どが あ る 。

O M S D S (化学物質安全性データ シー ト Mate r i a I S a f et y Dat a She et )

化学物質ご と に有害性をは じめ と する 物質性状やその安全な取扱い方法等をま と めた も ので 、

化学品の メ ーカ ーが作成 し 、 ユーザー企業に伝達 さ れ る 。 MSDS が実施 さ れる こ と で 、 PRTR

対象物質の成分情報が末端ユーザーまで提供 される よ う みこ な る 。

O M P N (最確数 Most P r ob ab l e Numb e r )

大腸菌群の数を確率。命的に算出する方法。 水中の大腸菌群数は 、 通常 こ の方法で表わ さ れる 。
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0 オ ゾン層破壊

オゾ ン層は地上おお よ そ 20km か ら 40km に存在 し 、 太陽光に含まれる紫外線の う ち有害な

も のの大部分を吸収 してい る 。 こ れが フ ロ ンガス に よ っ て破壊さ れる 。 これに よ り 地上に届 く

有害紫外線量が増加 し 、 人の健康や生態系な 割こ悪影響が生 じ る おそれが あ る 。

0 温室効果ガス

大気中に含まれる 二酸化炭素 、 メ タ ン 、 亜酸化窒素 、 フ ロ ンな どの気体には、 太陽光線を素

通 り させる一方、 地表か ら宇宙に放出 させ る熱の一部を吸収 して地表を暖め る働き が あ る 。

0 拡大生産者責任

製品の製造者等が物理的又は財政的に製品の使用後の段階で一定の責任を果たす と い う 考え

方。

0 化石燃料

石炭 、 石油 、 天然ガス等の古代生物が堆積 して分解 してでき た燃料をい う

0 環境影響評価 (環境アセス メ ン ト )

各種開発行為の実施に先立ち 、 それが大気、 水質、 生物等環境に及ぼす影響について調査、

予測 、 。平価を行い必要な環境配慮を実施する こ と をい う

○ 環境会。十

事業者の環境保全活動が どの よ う に行われてい る か 、 ま た 、 いかな る効果をあげている かを

把握する ためのツールであ る 。 最近企業にお け る取組が進んでお り い く つかの地方 自 治体に

おいて も研究が行われてい る 。

0 環境管理計画

地方公共団体が大気、 水質、 自 然環境な どを将来にわた り 守 り 適切に利用 してい く た め策

定する計画であ る 。

こ の計画には 、 望ま しい地域環境のあ り 方、 それを実現する た めの基本的な方策 、 その方策

を具体化する 手順な どが示 される 。

0 環境管理 環境監査

環境管理 (環境マネ ジメ ン ト ) と は 、 組織の経営管理に関 し 、 環境方針 ･ 計画を設定 して 、

実行 、 点検 、 是正する と い う 一連の管理体系の こ と をいい 、 こ のための体制 ･ 手続き等を環境

マネ ジメ ン ト システム ( E M S ) と い う 。

環境監査 と は 、 事業活動が環境に与えてい る影響を 、 従来の公害対策を越えた幅広い範囲で

定期的に 。平価 、 査定する こ と をい う

0 環境基準

環境基本法に基づき政府が設定する 、 人の健康を維持 し 、 及び生活環境を保全する上で維持

され る こ と が望ま しい基準。 大気の汚染、 水質汚濁、 土壌汚染及び騒音について環境基準が定

め られてい る 。

0 環境負荷

人の活動に よ っ て 、 環境に加え られ る影響をい う 例えば、 廃棄物の焼却や化石燃料の燃焼
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に よ っ て二酸化炭素が発生 し 、 大気環境に影響を及ぼすよ う な場合を二酸化炭素負荷 と い う

○ 環境ホルモ ン (内分泌撹乱化学物質)

近年 、 環境中 に存在する い く つかの化学物質が 、 動物の体内のホルモ ン作用をか く 乱する こ

と を通 じて 、 生殖機能を阻害 した り 、 悪性腫瘍を引 き 起 こすな どの悪影響を及ぼ してい る 可能

性があ る と の報告が科学者等に よ っ てな されてい る 。 こ の よ う な作用 を持つ化学物質が内分泌
か く 乱化学物質であ る 。

○ 環境容量 ( エ コ スペース )

将来の世代の資源利用 の権利を犯 さ ない限 り で どの程度のエネルギー 、 水 、 その他資源の利
用や消費活動 、 そ して環境汚染が 。午 される のか それを世界中の人々 が公平に持ち う る 一人あ
た り の利用 。午容量 と して算定 した も の。

0 環境ラベル ( エ コ ラ ベル)

製品等が環境に与え る影響に関する属性情報を ラベルの形で表示する こ と に よ り 製品の差
別化を行 う も の。 我が国での一例 と してエ コ マー ク が あ る 。

0 環境 リ ス ク

人の活動に よ る環境への負荷が環境中 を通 じ 、 人や生態系に有害な影響を及ぼす可能性を示

す概念の こ と をい う (影響の大き さ ×発生の不確か さ ) で 。平価。

0 グ リ ーン購入

環境への負荷の少ない商品やサー ビス を優先 して購入する こ と をい う

0 グ リ ーン G D P (国内純生産か ら環境費用 を差 し 引 いた国内純生産)

人間活動 と 環境 と の関係を統一的な基準で把握 し よ う と する試み。 現在 、 経済発展の指標 と

して使われる G D P に経済活動に伴 う 環境に関する外部不経済を貨幣。平価 (帰属環境費用の算
出) し 、 国内純生産か ら 帰属環境費用 を差 し引いた環境調整済国内純生産 ( E D P ) がいわゆ
る グ リ ー ンG D P と 呼ばれてい る 。

○ グ リ ー ンツー リ ズム

緑豊かな 自 然や美 しい景観等、 都会にはないゆ と り と 安 ら ぎを得る ため に 、 農村にゆっ く り
滞在する こ と を 目 的 と した旅行の こ と をい う

○ 経済的 (負担 、 助成) 措置

人の活動に伴 う 環境への負荷を低減する ため 、 環境に係 る税や課徴金を設け負荷の増大に伴
う 活動を抑制 した り 低利融資や税制上の優遇措置を設けて負荷の低減に資する活動を誘導す
る措置をい う

○ 健康項 目

水質汚濁物質の 中で人の健康の保護に関する項 目 と して環境基準が定め られてい る項 目 をい
い 現在カ ド ミ ウ ム等 26 物質が定め られてい る 。

0 県 自 然環境保全地域

原生的な森林な ど優れた 自 然環境を維持形成 してい る 区域について 、 県が ｢鳥取県 自然環境
保全条例｣ に基づき指定する地域を指 してい る 。
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0 光化学オキシダン ト

自 動車の排気ガス な どに含まれてい る 窒素酸化物 と ガス状の炭化水素が太陽光中 の紫外線に

よ り 化学反応をお こ し 、 生成 さ れ る酸化性の強い物質の総称。 こ のオキシダン ト はオゾ ンや P

A N を主体 と し 、 ス モ ッ グを形成 し 、 目 が いたい" “せき こ む" “呼吸が苦 しい" な どの症

状を 引 き お こ す。

○ コ ･ ジ ェ ネ レーシ ョ ン システム

ガス あ る いは石油 と い っ え燃料を燃や して発電を行 う と 同時に 、 発生する廃熱 も冷暖房や給

湯に利用する エネルギー供給シス テム をい う

0 コ ミ ュ ニテ ィ プラ ン ト

し尿 と 生活排水を各家庭や団地等か ら管路に よ っ て収集 し 、 処理する整備規模が 1 0 1 人以

上 3 万人未満の施設をい う

0 コ ンポス ト

生ごみや下水汚泥 、 家畜ふん尿な どの有機物質を原料 と して 、 微生物の働き に よ っ て作 られ

る堆肥の こ と をい う 。

0 最終処分場

一般廃棄物及び産業廃棄物を埋立処分する の に必要な場所及び施設 ･ 設備の総体をい う 。 産

業廃棄物処分場には、 安定型 (廃プラ ス チ ッ ク 等) 管理型 (汚でい等) し や断型 (有害物質

を含む廃棄物) が あ る 。

0 里 地

国の環境基本計画では国土空間 を 、 山地 、 里地、 平地、 沿岸地域に分けてお り 人 口密度が

低 く 、 森林率がそれほ ど高 く ない地域を指 してい る 。

こ の地域では 、 元来の 自 然を生か しつつ耕作地、 集落等の多様な機能が形成 さ れ人間活動 と

自 然の調和の観点か ら模範 と な る 地域であ る 。

0 砂漠化

土地の持っ てい る 生物生産能力が減っ た り 、 破壊 さ れて 、 終わ り には砂漠の よ う な状況にな

る こ と を指 してい る 。 こ の影響は、 地球上の陣地の約 4 分の 1 の土地並びに世界人 ロ の約 6 分

の 1 の人々 に及んでい る と いわれてい る 。

0 酸性雨 (Ac i d r a i n )

化石燃料の使用等に よ っ て発生する硫黄酸化物や窒素酸化物等の影響に よ っ て発生する 酸性

度の強い (PH5 6 以下) の雨をい う 。

O C O D (化学的酸素要求量 Ch em i ca l oxygen Dema n d )

湖沼や海域の有機物に よ る 汚濁の程度を示す も ので 、 水 中の汚濁物質を酸化剤で化学的に酸

化する と き に消費 さ れ る酸素量をいい 数値が高いほ ど汚れが大き い こ と を示 してい る 。

0 自然海岸
し や ん

海岸線の人工的な改変 (護岸 、 埋立 、 浚 せつ等) が行われてい ない 自 然の状態を保っ た海
岸をい う 自 然海岸は 、 優れた風景を構成 し 、 レ ク リ エーシ ョ ンの場 と して古 く か ら利用 され
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てい る 。

○ 社 叢

神社の森の こ と をい う

○ 循環資源

廃棄物等につき 、 そ の有効 性に着 目 して資源 と して捉えなお した概念であ る 。 ｢循環型社会

形成基本法｣ では 、 こ の よ う な循環資源について循環的な利用 (再利用 、 再生利用 、 熱回収)

を図 る べき 旨 を規定 してい る 。

○ 省エネ ラ ベ リ ング制度

家電製品が国の省エネルギー基準を達成 してい る か ど う かを ラベルに表示する も の。 対象は

5 つの家電製品であ り 具体的には 、 エア コ ン 、 蛍光灯器具、 テ レ ビ 家電冷蔵庫、 電気冷凍

庫であ る 。

0 浄化槽

水洗 し尿を沈でん分離あ る いは微生物の作用 に よ る 腐敗又は酸化分解等の方法に よ っ て処理

し 、 それを消毒 し 、 放流する施設をい う 。 水洗 し尿のみを処理する施設を単独処理浄化槽、 水

洗 し尿及び生活雑排水 (厨房排水 、 洗た く 排水等) を一緒に処理する施設 を合併処理浄化槽 と

い う

○ 人工 リ ー フ

海岸の浸食を防止する及び波を弱 く する ため に 、 沖合に石 ブ ロ ッ ク 等を積み上げた珊瑚礁

の よ う な構造物。 離岸堤 と の違いは 、 水面下に隠れる よ う 高 さ が設定 されてい る こ と であ る 。

○ 浸 食

削 られて な く なっ て し ま う 現象をい う

○ 親水性

水に親 し め る (ふれあ え る ) 機能が あ る こ と 。

○ 振動 レベル

振動の加速度 レベルに振動感覚補正を加えた も の で 、 単位 と し て は 、 デシベル (dB ) が用

い られる 。 通常 振動感覚補正回路を も つ公害用振動計 るこ よ り 測定 さ れる 。

○ 森林施業

目 的 と す る森林を造成 し 、 維持する え めの造林、 保育 間伐、 伐採等の 。者行為 を組み合わせ

た森林の取扱い をする こ と 。

O G I S ( ジーア イ エス )

地理情報シス テム の略。 各種の電子 情報を 、 コ ン ピ ュ ー タ 上で地図 情報 と 一元的に管理 し 、

地図 るこ乗せて表示する こ と ができ る シス テ ム 。

○ 持続可能な開発 (Susta i nab l e De ve l opment )

将来の世代のニーズを満たす能力 を損な う こ と な く 現在の世代のニーズを満たすこ と を意味

する 。 すなわち 、 地球環境が有限であ る こ と 、 人間 も 地球生態系の一員であ る こ と を 。忍繊 し 、

そ の限 られた環境の 中で 、 人々 の生活の質的改善を継続的に達成 してい こ う と する こ と であ る 。
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0 水源かん養

森林が有 してい る公益的機能の一つであ り 、 樹木及び地表植生な どに よ り 、 降雨 、 融雪水の

地下浸透を助長 し 、 併せて流出量を平準化 し 、 渇水の緩和 をする森林の利水機能の こ と 。

0 水準点

土地の標高 を表す標石で、 水準測量の基準 と して用 い られてい る 。 地盤の変動状況を測定す

る には 、 こ の水準点を用い 標高の変化を精密水準測量に よ っ て測 り 変動を 出す。

○ 生活環境項 目

水質汚濁物質の 中 で生活環境に悪影響を及ぼすおそれの あ る も の と して環境基準に定め られ

た項 目 を いい 、 現在 pH (水素イ オ ン濃度) 、 D0 (溶存酸素量) 、 BOD (生物化学的酸素要求

量) 、 COD (化学的酸素要求量) 、 S S (浮遊物質量) 、 大腸菌群数、 油分等 、 全窒素 、 全廃が定

め られてい る 。

なお 、 水質汚濁防止の排水基準には こ の ほかに 、 窒素含有量、 燐含有量、 フ ェ ノ ール類、 銅 、

亜鉛 、 鉄 、 マ ンガン 、 ク ロ ム 、 弗素が加 え られてい る 。

○ 生態系

食物連鎖な どの生物間の相互関係 と 生物 と 無機的環境の間の相互作用 を総合的に捉えた 、

生物社会のま と ま り を示す概念。

0 生物生息空間 ( ビオ ト ープ)

特定の生物群集が生存でき る よ う な 、 特定の条件を備えた均質な あ る 限 られた生物生息空間

をい う 具体的には、 池沼 、 湿地 、 草地 、 里山林等が あ る 。

0 生物多様性

陸上及び水系生態系にお け る 生物の異変性であ っ て 、 種内 (個体群 遺伝子) 種間 生態

系の多様性を含む概念であ る 。

○ 生物多様性国家戦略

生物の多様性に関する条約に基づき 、 1 9 9 5 (平成 7 ) 年 1 0 月 に策定 さ れ 、 生物多様性

の保全 と 持続可能な利用 が 、 日 本の現在及び将来の世代ばか り だけでな く 、 地球上の全人類の

将来に と っ て も極めて重要であ る こ と を 。偽哉 し 、 適切な利用 が図 られ る よ う み こ努め る た めに定

め られた も の 。

○ 精密水準測量

最 も精度の高い水準測量で、 地盤沈下や地殻変動等の凋査のた め に実施 さ れる 。 精密 レベル

と 精密標尺を用い 誤差ができ る だけ消去 さ れる よ う に 、 又 、 最 も小 さ く な る よ う な測定方法

が と られてい る 。

0 ゼ ロ エ ミ ッ シ ョ ン ( Ze r o Em i s s I o n )

産業活動に伴 う 廃棄物等に起因する環境負荷をでき る 限 り ゼ ロ に近づけ る ため 、 産業におけ

る 生産等の工程を再編成 し 、 廃棄物の発生を抑えた 、 新たな循環型産業シス テ ムの構築を 目 指

す こ と 。

○ 騒音 レベル

J I S に規定 される 騒音計で測定 して得 られる ホ ン 、 又は dB (デシベル) 数であ る 、 騒音

の大き さ を表すも のであ る 。 一般には騒音 。十の聴感補正回路A特性で測定 した値をホ ン 、 又は
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dB ( A ) で表す。 騒音の規制基準等はすべて騒音 レベルに よ る 。

○ 総量規制

一定の地域内の汚染 (濁) 物質の排出総量を環境保全上許容でき る 限度に と どめ る ため 、 工

場等に対 し汚染 (濁) 物質 。午容排出量を割 り あてて 、 こ の量を も っ て規制す る 方法をい う 。

個 々 の発生源に対する従来の規制のみでは地域全体 と して 、 健全な生活環境を維持する こ と が

困難な場合に 、 そ の解決手段 と して総量規制の方式が と られてい る 。

幽霊1踵間輻圏 酬圏岬鬮. - -園圏 [m. -躯鵲囲囮 ■馳

0 ダイ オキシ ン類

ダイ オキ シン類 と は 、 有機塩素化合物のポ リ 塩化ジベン ゾパ ラ ジオキシン (PCDD) と ポ リ

塩化ジベンゾ フ ラ ン (PCDF) 及び コ ブラ ナーポ リ 塩化 ビフ ェ ニル (C◇PCB) の総称であ る 。

ダイ オキシン類は、 塩素 と 有機物が熱で反応する過程で発生 し 、 塩素の数やつ く 位置に よ っ

て PCDD は 75 種類 、 PCDF は 1 3 5 種類 、 CGPCB は十数種類があ る 。

( こ れ ら の う ち毒性が あ る と 見な さ れてい る の は 29 種類。 )

0 大腸菌群数

大腸菌群は 、 人間又は動物の排泄物に よ る水の汚染指標 と して用 い られてい る 細菌であ る 。

大腸菌には温血動物の腸内 に生存 してい る も の と 草原や畑な どの土中 に生存 してい る も のが

あ る が 一括 して大腸菌群 と して測定 してい る 。

0 多 自 然型川づ く り

水辺 を多様な生物の生息空間の核 と して位置付け 、 で き る だけ 自 然に近い形での川づ く り を

い う

O W E C P N L ( う る さ さ 指数 We i ght e d Equ i v a l ent Cont i nu ou s P e r c e l v e d No i s e Leve l )

航空機騒音の う る さ さ を表す指数 と して用い られる 。 こ れは 、 1 日 の航空機騒音 レベルの平

均 と 時間帯ご と に重みづけ された飛行回数か ら算定 さ れ、 航空機の総騒音量を 。轡価する 単位で

あ る 。

0 地球温暖化

大気中には 、 地球か ら放出 さ れ る熱を封 じ込め る 性質を も っ た二酸化炭素 、 メ タ ン 、 フ ロ ン 、

亜酸化窒素な どの ｢温室効果ガス ｣ が含まれてい る 。

｢地球温暖化｣ と は 、 こ れ ら が増 えすぎて 、 大気や地表に と どま る熱が多 く な り 地球が温ま

る こ と 。

0 地球温暖化防止京都会。義

1 9 9 7 年 1 2 月 、 地球温暖化防止に向 け 、 先進国か ら 出 さ れ る温室効果ガス の削減 目 標等

を討議する た め京都で開催 されえ国際会議。

こ の会議において 、 ｢京都議定書j が と り ま と め ら れ、 日 本は 、 1 9 9 0 年比で 2 0 0 8 年か

ら 2 0 1 2 年に 6 %の削減を求め ら れる こ と と な っ え。

0 地球環境問題

次のいずれかを満たす環境問題の こ と 。

一つは 、 被害 、 影響が-国内 に と ど ま ら ず、 国境を越え 、 ひいて は地球規模にま で広が る環

境問題であ り 一つは 、 先進国 も含めた国際的な取 り 組みが必要 と さ れる 開発途上国におけ る
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環境問題であ る 。

現在 、 こ の よ う な観点か ら 地球環境問題 と しては 、 地球温暖化 、 オ ゾ ン層破壊 、 酸性雨 、 熱

帯林の減少、 海洋汚染 、 有害廃棄物の越境移動 、 野生生物の種の減少 砂漠化 、 開発途上国の

公害問題の 9 つが取 り 上げ られてい る 。

○ 窒素酸化物 ( N o x )

石油 、 ガス 等燃料の燃焼に伴っ て発生 し 、 大気中 には主 と し て一酸化窒素 (NO) と 二酸化

窒素 (N02 ) が存在 し 、 主な発生源は工場、 自 動車等であ る 。 窒素酸化物は人の呼吸器やねん

膜に影響を与え る だけでな く 光化学スモ ッ グの原因物質の一つであ る 。

○ 中間処理

廃棄物の最終処分に先だっ て行われる人為的な操作等をいい 、 廃棄物 を安全かつ安定 した状

態に変化 させ る 、 又は廃棄物を減量化する 目 的で行われる 。 主な方法 と して は 、 焼却 、 中和 、

溶融 、 脱水 、 破砕、 圧縮等があ る 。

O T E Q (毒性等量 Tox ー c Equ l v a l ent s )

種類に よ っ て異な る ダイ オキ シ ン類の毒性を 。平価す る場合 、

を 1 と し て換算 し 、 数値の後ろ に TEQ と 加 えて表現する 。

○ 低公害車

従来のガ ソ リ ン車やデ ィ ーゼル車に比べて 、

少ない電気 自 動車、 メ タ ノ ール車、 天然ガス車、

一番強い 2 ,3名8 -TCDD の毒性

排出ガス 中 の大気汚染物質の量や騒音が大幅に

、 ハイ ブ リ ッ ド車の こ と をい う

O T D I (耐容一 目 摂取量 To l e r ab l e Da = y 1 nt a k e )

ダイ オキシン類を人が生涯にわたっ て継続的に摂取 した と して も健康に影響を及ぼすおそれ

がない- 日 当 た り の摂取量で 2 ,3名8 TCDD に換算 して表 した も の をい う ダイ オキシン対策

関係閣僚会議で 、 当 面の値 と して人の体重 1 kg 当 た り 4 pg と 設定 された。

0 テ ト ラ ク ロ ロ エチ レ ン

主に ド ラ イ ク リ ーニ ン グ等の用途に使用 される人工的 に生成 さ れた有機塩素系の化合物の-

つであ り 、 近年 、 地下水汚染の原因物質 と して 、 全国的に問題 と な っ てい る 。

O D 0 (溶存酸素 D l s s o l ve d o xy gen )

水 中 に溶け こ んでい る酸素の量の こ と 。

水の 自 浄作用や水中生物の生存には欠 く こ と ので き ない も ので 、 き れいな河川水中 には普通

1 1 中 に 7 ~ 1 4mg 程度あ る が 、 有機物の流入量が多 く な り 、 汚濁が進行する と それ ら に消費

さ れて減少する 。

0 都市公園

都市計画で定め ら れた公園 、 緑地等で国又は地方公共団体が設置する も の 。 ｢緑｣ と ｢オー

プンスペース ｣ を 同時に確保 し 、 災害発生時の避難場所、 ス ポーツ 、 レ ク リ エーシ ョ ン 、 文化

活動な ど県民に憩いの場を提供する重要な都市空間であ り 公園 の設置 目 的や利用形態に応 じ

て 1 4 種類に分類 され る 。

0 突 堤

海岸の浸食を防止す る ため に 、

造物。

消波ブ ロ ッ ク 等で海岸線に直角 に突き 出す よ う “ こ造 られた構
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○ ト リ ク ロ ロ エチ レ ン

金属部品洗浄、 半導体製造工程等で使用 される人工的に生成 さ れた有機塩素系の化合物の-
つであ り 、 近年 、 地下水汚染の原因物質 と して 、 全国的に問題 と な っ てい る 。

〇 7 5 %値

BOD (COD ) の水質測定結果の 。平価方法の一つであ り 、 水質環境基準の適否の判定な ど に

利用 さ れ る 。 全デー タ を小 さ い方か ら 並べた と き に 、 (デー タ数 × 0 75 ) 番 目 の値を い う 。 こ
れは河川 の低水流量 ( 1 年を通 じて 275 日 は これよ り 低下 しない流量) におけ る水質を表 して
い る 。

o n‐ヘキサ ン抽出物質 (油分)

動植物油脂 、 脂肪酸、 ワ ッ ク ス 、 グ リ ース 、 石油系炭化水素な ど油分の総称であ る 。 海水や

工場排水な ど を 蓬ヘキサ ンで抽出 し 、 旋ヘキサ ン可溶性物質 と して定量 して 、 mgれ で表す。

o m 3 N ( ノ ルマル立方メ ー ト ル )
( 1 ) 気体は 、 圧力 と 温度に よ り 体積が変化する 。 こ のた め 、 気体の量の比較を行 う 場合には 、
圧力 と 温度を 同 じ条件に しておかな ければな ら ない。

( 2 ) m 3 N (m 3 N 。rmaー の略) は 、 圧力 1 気圧 、 温度 o ℃の状態 ( こ れを標準状態 と い う )
にお け る 気体の体積を m 3 で表 した単位で 、 こ れに よ り 気体の量の比較が可能 と な る 。

( 3 ) 温度 J ℃ 、 圧力 P 気圧の状態にお け る気体の体積を v 1 m 3 と すれば、 標準状態にお け

る体積v 2 m 3 N は 、 次の式に よ っ て与え られ る 。

273 × P × V 1

V 2 =

J 十 273

0 ばい煙

燃料その他の物の燃焼等に よ り 発生する硫黄酸化物 、 ばい じん及び有害物質の総称であ る 。
ばい じん と はボイ ラ ーや電気炉等か ら発生する 、 すすや固体粒子をいい 、 有害物質 と は物の燃
焼 、 合成 、 分解等に伴っ て発生する カ ド ミ ウ ム 、 塩素 、 弗素 、 鉛 、 窒素酸化物等の人の健康又
は生活環境に有害な物質をい う

○ ヒ ー ト ア イ ラ ン ド現象

自 然の気候 と は異な る都市独特の局地的気候。 都市に機能 と 人 口 が集中 した結果、 冷房に よ
る 人 口 廃熱、 コ ン ク リ ー ト の建物に よ る 蓄熱に よ り 、 都市の熱収支が周辺部 と 異な り 、 最低気
温が下が ら な く な る現象。 都心ほ ど気温が高 く 等温線が島の よ う な形にな る ため ヒ ー ト アイ
ラ ン ド (熱の島) と 呼ばれる 。

O P R T R (環境汚染物質排出 ･ 移動登録 Po = ut a n t Re l e a s e a n d T r a n s f e r Re g l s t e r )
事業者が規制 ･ 未規制 を含む潜在的に有害な幅広い物質について 、 環境媒体 (大気 、 水 、 土

壌) 別の排出量 と 廃棄物に含まれての移動量を 自 ら把握 し 、 何 ら かの形で集話 し 、 公表する も
の。
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0 ビオ トー プ

野生生物の生息空間 を意味する ドイ ツ 語で 、 生物の生息 ･ 生育を 中心に考えた 自 然環境の-

定の空間的な広が り を も っ た概念。 都市化の進展 と と も に失われつつあ る身近な 自 然を暮 ら し

の 中 に確保 し 、 創造 してい く こ と がま ちづ く り の あた ら しい課題 と な っ てい る 。

○ 火格子面積

焼却炉等の ごみ層 、 火層に接 して乾燥、 燃焼等を行わせる火床部分を火格子 ( ロ ス ト ル) と

いい 、 こ の水平投影面積を火格子面積 と い う 。 炉の大き さ を代表する寸法 と して よ く 使われる 。

O B O D (生物化学的酸素要求量 B l och em i ca l ox ygen Demand )

河川水等の有機物に よ る汚濁の程度を示すも ので 、 水の 中に含まれてい る有機物が微生物に

よ っ て酸化分解 さ れる 時に消費 される酸素の量をいい 数値が高い程有機物の量が多 く 汚れが

大き い。

O P C B (ポ リ 塩化 ビ フ ェ ニル)

有機塩素系化学物質で 、 不燃性で熱に強 く 、 絶縁性にす ぐれて い る 。 カ ネ ミ 油症事件等

PCB 被害が問題 と な り 、 現在我が国では製造を 中止 さ れ 、 使用 も 限定 されてい る 。

o p H (水素イ オ ン濃度 )

溶液中の水素イ オン濃度を示す尺度で 、 pH 値が 7 の と き を 中性、 こ れ よ り 数値の高い場合

をアルカ リ性、 低い場合を酸性 と い う

o p p m ( Pa r t P e r 姉 = i on )

ご く 微量の物質の濃度や含有率を表すのに使われ、 %が 1 00 分の 1 をい う のに対 し ppm は

1 00 万分の 1 を意味する 。 例 え ば 、 空気 1 m 3 中 に 1 cm 3 の物質が含まれてい る場合 、 あ る い
は 、 水 1 kg 中 に 1 mg 物質が溶解 してい る よ う な場合、 こ の物質の濃度を 1 ppm と い う ppm
よ り 微量の濃度を表す場合には ppb ( 1 0 億分の 1 ) ppt ( 1 兆分の 1 ) も 用い られる 。

なお 、 “ 蝕ま百万分の 1 g 、 ng は 1 0 億分の 1 g p朝ま 1 兆分の 1 g であ る 。

0 富栄養化

湖水中の窒素や リ ン等の栄養塩類濃度が高 く な り 赤潮やアオ コ な どの発生の原因 と な る プ

ラ ン ク ト ンが発生 しやす く な る現象をい う

0 複層林

人工更新に よ り 造成 され、 樹齢 樹高の異な る樹木に よ り 構成 された森林の総称。

0 フ ロ ン

フ ッ 素 と 炭素の化合物の総称で、 洗浄剤 、 冷蔵庫な どの冷媒、 発泡剤に使用 されてい る 。 フ

ロ ン に は 、 オゾ ン層 を破壊する 力 の強い CFC ( ク ロ ロ フルオ ロ カ ーボ ン 、 特定フ ロ ン) やそ

の代替物質 と して の HFC 、 HCFC 等の種類が あ る 。

○ ベ ンゼン

水に溶けに く い無色の水 よ り 軽い揮発性の液体で 、 有機溶剤に溶け る 。 飲み込んだ り 、 蒸気

を吸収する と 疲労 、 め ま い 、 意識喪失等を起 こす。 発ガ ン性を疑われてい る 。 主な用途は、 染

料、 合成 ゴム等であ る がガ ソ リ ン 中 に も含まれてい る 。
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0 マ ニ フ ェ ス ト

｢積み荷 目 録｣ の こ と 。 産業廃棄物を業者に委託処理する場合、 確実にその業者に届 く よ う

積み荷 目 録を作成 し 、 適正に処理 さ れた こ と を確認する 。

0 モーダルシ フ ト

二酸化炭素の排出量が多い ト ラ ッ ク に過度に依存 した貨物輸送を 、 よ り 輸送効率の良い鉄道

や海運な どの輸送機関に転換する こ と 。

0 藻 場

大型海藻類や海藻の群落を藻場 と いい 多 く の小動物等のすみか と な る だけでな く 魚介類の
産卵 、 生育の場 と な っ てい る 。

○ 有害大気汚染物質

低い濃度であ っ て も長期的な摂取に よ り 健康影響が生ずるおそれのあ る物質で大気の汚染の

原因 と な る も の をいい 、 。亥 当する 可能性の あ る物質 と して 2 3 4 種類、 そ の う ち リ ス ク が高い

と して優先的に対策に取 り 組むべき物質 (優先取組物質) と してベンゼン等の 2 2 種類が リ ス
ト ア ッ プ されてい る 。

0 ラ イ フサイ ク ルアセス メ ン ト

製品の生産設備か ら 消費 、 廃棄の全ての段階において 、 製品が環境に与え る負荷を総合的に

。平価す る方法をい う 。 国際標準化機構 ( I S O ) において も 国際標準化の作業が進め られてい

る 。

0 離岸堤

海岸の浸食を防止する及び波を弱 く す る ため に 、 沖合に右 ブ ロ ッ ク 等を積み上げた構造物。

○ レ ッ ドデータ ブ ッ ク

絶滅のおそれのあ る 野生生物の種を リ ス ト ア ッ プ し 、 そ の生息 生育状況を解説 した資料集

であ る 。 国際的には 、 国際 自 然保護連合 ( I U C N ) が 1 9 6 6 (昭和 4 1 ) 年に刊行を開始

し 、 そ の後改 。丁が続け られてい る 。 表紙が危機を意味する赤であ っ た こ と か ら 、 レ ッ ドデー タ

ブ ッ ク と 呼ばれてい る 。
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